
 

（様式１－３） 

須賀川市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 29 年 3 月時点 

 

NO. 22 事業名 (仮称)市民交流センター整備事業 事業番号 D-16-2 

交付団体 須賀川市 事業実施主体（直接/間接） 須賀川市 

総交付対象事業費 3,044,462（千円） 全体事業費 3,066,568（千円） 

事業概要 

震災により被災し使用不能となる甚大な被害を受けた市総合福祉センターについては、市庁舎と防災機

能を分担し、平時は賑わいの拠点として、災害時には支援ボランティアの活動拠点として、市街地中心部の

防災機能強化に寄与する（仮称）市民交流センターの整備を行う。 

〈従前施設の状況〉 

 (1)施設概要：建築面積：1,140.30 ㎡、延床面積：6,818.04 ㎡（H19 年 4 月開館） 

        地上 5階、地下１階（市民交流機能、子育て支援機能、福祉行政機能 等）               

 (2)利用状況：震災前は年間約 25 万人が利用 

 (3)被災状況：主要構造躯体に甚大損傷（使用不能）。 

(4)今後の方向性：市民交流・市街地中心部の防災拠点として「（仮称）市民交流センター」を整備 

〈整備施設の概要〉 

(1) 施設の名称 (仮称) 須賀川市市民交流センター 

(2) 整備予定地 須賀川市中町 4番地 1外 

(3) 敷地面積  約 7,600 ㎡（拡張予定地を含む） (4) 延床面積(建築基準法) 約 13,900 ㎡ 

(5) 構造 耐火構造及び耐震構造を基本とする。 (6) 駐車場収容台数 約 100 台  

(7) 用途地域 商業地域（建ぺい率：80% 容積率 400%） 

 

（事業間流用等による経費の変更）（平成２９年１月１７日） 

本事業の平成２９年度分の建設工事費等を申請するため、１，３５２，６００千円（国費９４６，８２０

千円）の増額｛うち D-20-1 須賀川市復興まちづくり事業計画策定事業、D-4-1 須賀川市災害公営住宅整備

事業（東町地区）、◆D-16-1-1 大黒池埋立調査設計委託事業、◆D-16-1-3(仮称)市民交流センター整備事業、

◆D-16-1-4 大黒池整備事業より２２，１０６千円(国費Ｈ２３復興庁繰越分２，０２５千円、Ｈ２５復興庁

当初予算４，７９３千円、Ｈ２３復興庁繰越分２，５６０千円、Ｈ２４復興庁繰越分１，０２３千円、Ｈ２

５復興庁補正予算５，０７３千円)を流用｝。 

これにより、交付対象事業費は１，７１３，９６８千円（国費１，１９９，７７７千円）から       

３，０６６，５６８千円（国費２，１４６，５９７千円）に増額。 

 

当面の事業概要 

＜平成 25 年度＞→D-16-1-3(仮称)市民交流センター整備事業として実施 

 基本設計、現況・用地測量、地質調査、アトリウム解体設計  

＜平成 26 年度＞→D-16-2(仮称)市民交流センター整備事業として実施 

 実施設計、アトリウム解体工事、埋蔵文化財発掘調査 

＜平成 27 年度＞→D-16-2(仮称)市民交流センター整備事業として実施 

  施設付替工事 

＜平成 28 年度～平成 29 年度＞→D-16-2(仮称)市民交流センター整備事業として実施 

  建設工事、駐車場整備工事 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災により中心市街地の被害については、全壊家屋が 589 棟、大規模半壊が 78 棟、半壊が 508

棟と、半壊以上の被害が 1,175 棟となる大きな被害となり、これまで市民活動や市民交流の拠点として、ま

た中心市街地における賑わい創出に重要な役割を果たしてきた総合福祉センターは使用不能となるとい



 

う、甚大な被害が生じたところである。 

関連する災害復旧事業の概要 

〇総合福祉センター解体工事 

  構造：RC 造 地上５階地下１階（6,818.04 ㎡） 工期：平成 24 年 6月 18 日～平成 25 年 9月 30 日 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


